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「公害」問題 がひろが るに ともな って,「 公害」 とい う言葉 で表現 され る現
象は多様化 し,そ の意味はほ とん ど無規定的 と言 えるまでに拡 散 して しまって
いる。われわれ は ここでは問題 をいわゆ る 「産 業公害」に限定す るが,そ れで
もなおその多 義的 な性 格は変わ らない。 「公害」 とい う用語が 当初 に持 った定
義と,現 在使 われ てい る用語法 との間に もすでに大 きなギ ャ ヅ プ が あるこ と
は,識 者に よって早 くか ら指 摘 されてい る ところで ある。 「公害が人 災である
ことは明 らか だが,発 生 原因が不 特定 多数 であ る場合が多 く,現 象形態が被害
につなが るの には量か ら質 への転化 があ り,被 害その ものにっいて も,長 期 に
わた る間接的影響 に よるケースが少 な くない とな る と,被 害者Aを 発生要因X
に結びつけて賠償 ない しは補償 の請求権 を成立 させ るよ うな ことは,大 部分の
場合,不 可能 に近 い といって よいだろ う。公害 の性格 とは,実 は この よ うな も
のなのだo」(1)
もともと 「公害」 とい う用語 にふ さわ しい概念 は,こ こに言われ てい る よう
な不特定 多数 に よる一般市民への加 害 であって,多 数 の工場や家庭 の煤 煙に よ
る地域全 般へ の汚染 の よ うな もの一 ロン ドソのスモ ッグの ような一 を指す
はずの言葉だ った と考 え られ る。 この用語法に したが えば,公 害は人間生活め
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いわ ば総結果 であって,し た がってその解 決は社会全 般の責めに帰 す る ことに
な るで あろ う。 さしあたってその救済は行 政的 な方 法に よって行 なわれ るべ き
性質 の ものだ とい う解釈が,そ の中には予定 されてい ると言え る。工場地帯 の
煙害が 自覚 され なが らも,空 を覆 う黒煙が 「繁栄 の象徴」 とされ ていた産業社
会 の段階 では,そ の 「害 」は 「文 明」 の副産物 であ り,も し文明が一般的 な必
要 を あ らわす ものであ るとすれ ば,そ れに ともな う害 は,文 明を組織 し奨励す
る立場 にあ る行政 府が 「調整 」すべ き性格 の問題 とされ ていた,と 考 え られ よ
う。佐藤 前首相 が 「公害については自治体,企 業者,一 般 国民 のだれ もが,と
もに加 害者であ り,と もに被害者 であ る」(1970.8.15発言)と 語 ったのは,正 に
この よ うな行政府 の 「役割」 を 「自覚」 して いたか らであ った。
しか し今 日すで に特定企業 の産業活 動 の結果 として起 され る諸害が公害 とし
て追及 され,古 典的 な意味 で この公害は傍系的な もの とな ってお り,「 公害源
企 業」 とい う,古 典的 な概念か らは形容 矛盾 である用語 も定着 している。 もは
や定 義について の以上 のろ ロブ的な論議 は意味を持 たな い。 しが し,、この定 義
と実 態 とのギ ャップか ら,わ れわれは現代 の公害につ いての重要 な視点 を見出
す こ とがで きる。
,第1に,特 定企業 の 「私害 」であるはず の ものが 「公害」 として問題 にされ
る よ うにな った こ とは,本 来個別的 な犯罪 であるはず の も の で,法 的に 「解
決」.さ栂 べき不正常な社会現象一 したカミ?てわれわれの鵠 科学的繍 領
域からは個別的特殊性として除外されることが通例の現象一 が,こ と新しく
「公害」という名のもとで問題にされなければならない状況に立ちいたったこ
とを示しており,率直に言えば,犯罪ではないと意識されたものが犯罪的行為
と考えられるにいたったものということができる。すなわち産業活動について
の 「新しい社会倫理」の出発である。
第2に,「 私害」という表現からすれば,局部的な行為が,「公害」とい う,
明らかに社会的な現象に拡がるという事実の中には・個別的な企業活動が巨大
化したことが反映している。、個別企業の私的性格がその活動の領域の広さとの
,間 に大きなギャップを持ちはじあたこピをそれは示してお り,・「企業の社会的
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責任」という言葉が,抽象的論議の範囲を越えて,個別的具体的に意味を持ち
はじめたのである。それは企業活動の責任倫理を教えているだけではなく,企
業活動への社会的制約に正当な根拠を与えているということができる。いわば
「新しい産業管理の理念」の出発である。
この2り の視点は,・「公害問題」が硬直的な規準によって把握される規範的
なものではなく,す ぐれて動的なものであ り,したがって運動の主体に注目す
る必要があることを示じていると思われる。本稿は労働組合と公害問題との関
連を通 じて この課題 の一端に こた え ようとす る試 みであるが・公害問題 が提起'
している課題の広が りは,実 に社会科学の全領域にひろが り,かつ根本的な性
格であることから,と りあえず労働組合運動をめぐる論議の意味を探るという
範囲の検討に終らざるを得ないことを,あ らかじめ断っておきたい。
(1)都留 重 人 編 「現 代 資本 主 義 と公 害」 岩 波 書店,1968年,ll頁。
1反 公害運動の基本的性格
1
今日公害問題を考えることは,人を文明そのものの反省という,本質的にほ
とんど不可知的な領域に誘い込む。自然的環境に積極的に変化を加え,その生
存の可能性を切 り拓いてきた人間社会が,い まそれが作 り出した人工的環境に
よって破壊されようとするとき,従来の社会科学の多くの公準が公準としての
価値を疑われるにいたったことは当然である。とりわけ経済学は,物質的富の
生産をめぐる社会構造を,生産力の発達に即応して評価する体系として生み出
されているために,そ の最大の公準を奪われようとしているかに見える。この
ような事態は必然的に,既存の社会科学発想を根底から否定し,技術に代表さ
れる生産力め発展そのものを否定する傾向を帯びる。 ・
しかし,「文明の危機」を招いた技術は,自然との物質代謝の過程で人間が
「利用」してきたものであり,「技術呪誼」は人をもはやとりかえしのつかない
ものを嘆ぐとい う,退廃的な姿勢に陥らせがちである。ω公害問題の克服とは,
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公害 を発生 させ るに いた った技術 の性格あ るいはその充用 の様式,つ ま り産業
の管理 のあ り方 にかか わ らしめて追及 され るべ きであ り,国 民生活 の福祉を助
長 し1人 間社会の可能性 を切 り拓 くもの としての産業 の発 展の方向 が模索 され
るべ きである。
資本 主 義経済 の中での産業 のあ り方 は,し か しなが ら,産 業のあ り方 につ い
て のあ る理念が直接的 に実体 化 され る ような目的意識的 な ものでは な く,そ れ
に関与す る諸主体 の社会的 関係 に もとつ く個別的 ・排他的 な利害 関係 の均衡 の
上 に成立す る ものである。資本 に とって は利潤 の,労 働者 に とって は賃金の,
そ して これ らを含 めた消費者 に とっては豊富 で低廉 な商品供給 の源泉 として,
相互 に独立 した利害 の主張が ここに凝縮 され てお り,も しこれ らに共通な理 念
を引 き出そ うとすれぽ,経 済的 には全 く無 内容 な観念的基準 しか得 られない は
ずであ る。公害問題は,こ れ らの主体 の均衡に よつて作 り出 され た産業のあ り
方 に対 して,い わば外圧 として作用 し,こ れを新 しい座標点にシ フ トさせ たの
であ る。
この新 しい座標点 において も,産 業 が資本主義的であ る以 上,再 び均衡 が成
立 しなけれぽな らない し,ま た成立す るであ ろ う。 しか し,そ れ は必然的 に内
部 の諸 主体 の新たな力関係 の均衡 としてあ るはずであ る6つ ま り新 たな座標点
が定着点 としてあ るため には,従 前 の均衡状態を形成 していた諸主体間の力の
バ ラソスは変化 しなけれ ばな らない のであ る。絶対 的 な審判者 や中立的な案 内
者 はそ こには な く,す べ ては依 然と して排他的な利害関係 の対立 の結果 として
のみ定着 す る。その意味 で公害問題 は,新 しい社 会倫理,新 しい産業 管理 の出
発点であ る と同時 に,そ れをめ ぐる諸主体 の抗争の出発点 で もあ る。.
公害問題 への産業 の対応 が新 たな抗 争 の出発点 とな る とい うことは,公 害問
題が人 間社会 に どってひ とつのデ ィレソマであ ることを物 語 ってい る。 諸主体
の利害関係 の間 に分解 されて担われてい る資本蓄積,・生活水準 の上昇,豊 富で
多様 な物資 ・用役 の提供 な どの産業 のメ リッ トは,個 々の主体 に とっての利害
関係 であ るだけではな く,総 体 として人間社 会の物質代 謝を遂行す るもので も
あ る。価値関係 とい う,す ぐれて個 別的利害関係 の対立的関係 を媒介 に しなが1
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ら,そ の過程 の結果 は物質代謝 とい うす ぐれて素材的 な社 会的充足 を果す もの
で
として,産 業 におけ る諸主体 の相互関係 は存在 して いるの で あ る(マルクスが
再生産過程を素材的観点から分析 していることを想起すべ きである。{2りしたが って,
個 々の主体 の利害関係 は常 に部分的 であ り,そ れ らの聞の抗争を通 じて,実 現
する均衡において,言 いかえれば,公 害 に対 す る個 々の主 体 の主 張が 妥協せ し
め られ る状 態において,は じめて公害問題 は産業 のあ り方 に投影 され るの であ
る。
2
反公害運動 におし・て今 日まで 中心的役 割を担 って きている住民運動 について
も,こ の事情 は変 らない。宮本憲一氏が住民運動 の理念 について地域 エ ゴイズ
ム以外にあ り得ない とし,そ の ままのあ り方 で十分意義の あ ることと評価 して
いること は,正 当である。〔3}公害問題 の展 開の端緒 は常 に この よ うな個別性 を
纏ってい るし,ま た纒 わ ざるを得ないのであ る。 しか し同時 に,こ れが公害 問
題 の 「解決 」の方策 を示す ものではない ことも,ま た明 白であ る。住民運動 が
公害問題 を解決 し得 ないのは,単 にそれ が地域的 に分断 され てい るか らで もな
く(全国的に連合 しても事情は変 らない),ゴ ミ公害 に見 られ る よ うに地域間 で利
害が対立す るか らで もない。それ が産業 のあ り方 とかかわ る条 件において部分
的だか らであ り,い か に拡 大 して も消費者 としてのかか わ り方 以上 の ものを出
ないか らであ る。48年度 「経済 白書」は,卸 売物価 の急騰 の原 因を供給不足 に
求め,そ れを作 り出した要 因の分析 として,こ れ までの土地確保 の困難や労働
力不足 とい う要因以上に,公 害問題 が投備投資を阻害す るに いた ってい る,と
述べている。{4)反公害運動の高揚が生産能力拡張 のため の設備投資 を困難 に し,
供給力不足を招 いて需要増大が物価上昇 に短絡す るとい うこの図式は,大 企業
の在庫積み増 し(「買占め」)とい う よ うな別の要 因を隠蔽す るものであ るとい
う批判が正 しい として も,こ の図式に示 されてい る因果関係が一定 の範囲 で事
実に もとつ いている ことは否定 し得 ない。住民運動 は この よ うな因果 関係 に影 ・
響を与えるよ うな理念を包摂 してはいない し,ま た包摂すべ き立場 に もない。
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それが生産活動を欠落した運動である以上,そ れが代表する利害関係は,公害
問題の解決を導き出し得るような普遍的な利害関係ではあり得ないのである。、
それは公害問題の 「告発」においては周知のような大きな作用を持った。しか
し 「告発」と公害問題の 「解決」との間には,利害関係における個別性から普
遍性への質的転換に対応する巨大な飛躍が必要とされるのである。
住民運動が公害告発に有力であ り得たのは,む しろ公害の「解決」が住民運動
以外の主体の仕事になるからであり,それ自身はそのことに対してかかわ りを
持つ必要がないからであった。「自動車を締め出す」「公害工場をつぶす」等々
の公害反対運動の目標は,明 らかに最も徹底した反公害政策である。しかし,
この被害者的 「政策」は,人間社会の物質代謝における 「自動車」や、「工場」
の現に占めている役割には,さ しあた り目を閉じている。それに目を閉じてい
るからこそ,`その徹底した反公害政策が可能なのである。しかし,この 「政策」・
『を具体化するためには
,人間社会の物質代謝を否定すること]一人間の存在を
否定す るこ と一 が可能 で ない ことが 自明であ る以上,物 質代 謝の規模 の縮小
か,そ のあ り方 の転 換以外には あ り得 ない。規 模 の縮小 は,お そ らく反 公害運
動 の理想か らは一 歩後退 した,あ る一定 の レヴェル での生産 活動 とい う妥協 を
ともな うであ ろ う。 また そのあ り方 の転換は,さ しあた ってぽ不明確 な政策 目
標 であ ることを免れ得 ないであ ろ う(林道義氏の言 う 「生活態度ξ してのurban
cxodus」という考え方に,高度経済成長政策への暗喩 としては共鳴しながらも,H本 資
本主義がくぐ り抜けて来た国際経済関係におけるその現実的な可能性を疑 うのは,筆 者
だけではあるまい)。⑤
この ような こ とは,住 民運動 の 「欠 陥」を意味 す るもの ではない。住 民運動
とは,あ るいは よ り一般的 に消費者 的立場か らの運動 とは,も ともとここに述
べた よ うな意 味での 「政 策」 の主体 ではあ り得 ないのであ って,そ の理 由は,
'すでに述べた よ うに,そ れ が個 別的 な利害関係 を代 表す るもの以外 ではあ り得
ないか らであ る。、ζの理 由で住民運動や 消費者運動 を論難す る必要は全 くない
… し,ま た正 しくもない。われ われ は この ことか ら 「反公害運動 ⊥で最 も純粋で
最 も強 力な ものが,「 反公害政策 」において最 も有効 な ものでは ない ことを,
(97)
まず確 認 す れ ば足 り.るの で あ る。1・
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(・)・畔 噸 」迦 迦 妄科趣 き繊 勘 かけ,襯な諦勘 星砧
しているが,筆 者に はそゐ展 開のお もむ くところ,人 白問題 に帰着す る議論の方 向
をた どる ように思われ るoこ:こではそのような広ガ りでの論議 をフiロ'一`,すゐ 余裕
が ないが,か りにそれだけの広 が りを必要 とす る問題 であるとして も,現 代社会の
分析 にとって直 ちにそれに接合する,ことは飛躍 に過 ぎることであ り,公 害問題独 自
の赫 を放棄する ・とにつ なが る と計 ざるを得 ない。 中村静 治氏已 る説融 な
指摘(「経済学 と技術論」「書 斎の窓」217号一 「経済学基礎 セ ミナr6現 代技術論
よ り要約r)に 筆者 は深い感銘を受け、る。i ,.,
(2)Yルクス 「資本論」第2部 第1編 第3章,青 木文庫版(5)128頁以下参照。
(3)「住民運 動の理念 についてですが,横 浜の貨物線設置反対運動をやつている指導
S者 が
,'地域 エゴイズムでいいと断言 しているわけです6←元来住民運動は地域エゴイ
ズムなんだジ 地域 エゴィズみがいけない とい うけれ どもば それ以外に理念 があ・る:め
か 、 とい うん で す。 …私}‡そ の とお りだ.と感 ず るので す亨」村 田 喜代 治 編 「公 害 問題 の
考 え方 」1971年,349頁。
(4>「鞠48年 度 締 白書」27鯵 照.'"・'…'i
(5)林道 義 「反 進歩 の思 想」1973年,48頁参 照。
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1
住民運動 としての反公害運動の高揚とともにジ労働組合に対 しては反公害運
動への取組みの遅れが指摘され,し ばしばそれは非難となり,さらには弾劾に
まで及んでいる。住民 と企業との抗争には,労働者は企業の 「防衛要員」とし
て登場する場合が多く,チッソ五井工場での暴行事件のように表だった事態に
発展することは少ないとしても,労働者もまた企業と一体であると認識される
状態は数多い。同じくチッソの水俣労組の委員長はじめ組合員が,漁民の工場
封鎖に対して,警察に取締り.を要求すると同時に漁協前で土下座して封鎖解除
を陳情した例のごとく,労働者ないしは労働組合の公害問題に;つい て の対応
は・釈然としないものがある。しかし,労働者あるいは労働組合のこのような
行動に奇異ρ念を等しぐじながらも,τ警察への強い抗議文と漁協への土下座,,
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全 く対 照的 な行動だが漁協側 は これ を労組の苦 しまぎれ の行動 と受 け取 った よ
うだ」(毎 日,48.8.23)とい うような椰 楡を放 った り,「現体制の 中で,労 組指
導者や労働者一人 々々の自覚 に待つほか はある まい」(同;7,5社説)と 突 き放
した りす る心情 には到底われわれは な り切 れ な い,な ぜ な ら・労 働者 がその
よ うな'「苦 しまぎれ の行動」に走 らざ るを得 ない境 遇に同情 を感 ず ると共に,
労働者が その ような境遇にあ るこ とを不 当な ご.とであ ると考 えざ るを得 ないか
らであ る。 、'
さきに述べた産業 へ のかかわ り合い におけ る ひ と つ の主体 としての労働 者
は,資 本が組織す る生産過程へ契 約を通 じて包摂 され,資 本 の活動 としての生
産 に被 支配的に従 事 してい る。 「労働 者は,彼 の労働 の帰属者た る資本家 の統
　 ひ コ の 　
制 の もとで労働す る」のであ り,「 彼が資本 家の作業場 にはいった瞬間 か ら,
　 　 　 の 　 　
彼の労働力の使用価値が,つ まり労働力の使用たる労働が,資本家に属したの
である」。{!}労働者が資本主義社会において与えられているこのような原理的な
関係の中では,彼 らは産業活動の結果に対して全 く責任をとれないし,したが
ってその責任から免ぜられなければならない。また,労働者の集団としての労
働組合を,同 じ原理的関係において規定するならば,それは労働者と資本家と
の契約関係について労働者の利益を維持 ・増進する組織であるから,同じよう
に責任能力を持ち得ない。それが行ない得る最大限のことは,生産過程で発生
する労働災害に反映される限 りでの公害を,契約に含まれない損失として排除
する一 すなわち労働災害に対する闘争一 ことである。住民としての労働者
の公害被害についても,資本家と労働者との契約関係から離れたものとして,
これを住民運動や政治運動の領域において解決されるべき問題とするような性
格を労働組合は持っているのであり,「団体交渉」というその機能のあり方は
制度的にそれを表現している。
それにもかかわらず,公害問題に対する労働者あるいは労働組合の取組みの
欠如や対応の弱さが指摘され,時 には難詰されるのは何故であろうか。 「労働
者や労働組合に何らかのr反対運動』`である以上何の課題でも矢面に.立たせて
や らないと気がすまなかったり,自らが労働者の切実な賃上げや職業病 ・労災
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の闘いに矢面に立つ こ とは おろか協 力 もせず,時 として これを非難す る階級や
階層が,そ の 自 らの階級や階 層の利 益のた めに労働者 を奔命 に疲れ しめ るよ う
な現在の誤 った風潮」{2}と宮 島尚史氏 が怒 りを こめて書いてお られ るこ と に,
筆者 もまた深 い共 鳴を覚 え る。 また 白井泰四郎氏が 「外部が,と くに,ジ ャー
ナ リステ ィックな,セ ンセー シ ョナルな形 で労働組合 の責任 だ とい うことを簡
単にいって,し か も企業責任 を労働 組合に も分担 させ よう,そ うい う姿勢 があ
りますね。公害 闘争 を きちん とや らない組合 は企業 ベ ッタ リで,労 働 組合 じゃ
ない とい うよ うな きめつ け方 を し て,そ れが一・部では歓迎 され る とい う風潮
は,確 かに ある と思 うんです」{3)と語 ってお られ ることに も全 く同 意で き る。
企業 の中 で働 いている労働者 が,自 分 の意思で作業 の 目的を定 あ,自 分の意思
で作業 を進 め,自 分の意思 で作業 を止 め る権利 をす でに放棄 させ られ てい る存
在であ ることを知 って,あ え てなおその作業 の結果 についての責任を追及す る
ことは,こ の労働者が 自分 の意思でその業務を拒否す ることか ら生ず る一切 の
不利益を,我 身 に代 えて補償す る用 意 な くしては不可能 であ る。工場 の事故で
生 じた公害 に対す る地域住民 への 申訳に,現 場責任者 とい う名 目で労働者 が処
分された り(本州化学での聴取調査による),過密 ダイヤの結果 として生 じた列車
事故で,職 務上過失 とい う理 由で運転手 が下獄 した り(三河島事故)す るこ とが
その まま放置 され ている現状 で,果 た して労働組合 に反公害闘争 を強要 し得 る
資格のある者が 多 く存在す るであろ うか。
2
このよ うな ことが自明な こ とであ るに もかか わ らず,な お反 公害運 動 に労働
組合が参加す ることが要 求 され るのは何故 であろ うか 。 しば しば言 われ る よう
に・公害防止 は発生源 において防止 す るこ とが最上 の策 であ り,発 生 源で働 く
労働者 こそ それ を遂行す る最良 の位 置にい るか らで あ ろ うか 。ω これは 余 りに
も便宜主義的 である。彼 が この 「最 良 の位 置」 を占めてい るのは,監 督官 とし
てではな く,そ の企業 の作業員 としてであ る。彼には監督官 の持つ 身分保証 も
調査権限 も,ま た,そ の よ うな本来 の職務 ではない ことをす る寸刻 の時間 さえ
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も,その位置にいる限 りは与えられていないのである。もし企業が公害防止を
するのであれば,彼はそれを職務とするだろう。そうでなければ,彼 が自発的
にその位置を利用して公害防止を達成することを期待するのは,空車のタクシ
ーがたまたま自分が行こうとする方向に走っているからといって無料で便乗し
ようとすることと同じ程度に,労働者の身分上の危険を無視した発想である。
それを実現するためには,企業がそのような公害防止策に同意するという条件
を前もって獲得しておかなけれぽならない。したがって労働者の占めている位
置の利用は,反公害運動の結果 として可能になるのであって,反公害運動その
ものに利用し得るものではない。
それでは労働組合が反公害運動に参加せしめられなければならない理由は・
これもまたしばしば指摘されるように,それが持つ組織力や運動経験が,住民
運動がともすると陥 りがちな散発性や偏在性を補 うからであろうか。これは根
拠のないことではない。労働組合が参加したことによって運動が軌道にのり,
地方自治体や企業に明確な公害防除措置をとらせたという例は枚挙にいとまの
ないほど紹介されている。(5)しか これもまた,労 働組合運動と反公害運動 と
の関連がそれ自体明確にされた上での問題であって,このことがその関連を説
明する根拠とはならない。そのような実績を紹介することが・ 「労働組合も公
害闘争をやっている」という弁解 として悪意に受け取 られるおそれもなしとし
ない今日の運動の風土的条件を考えれば,労働組合運励における反公害闘争の
意義は,それ自体がよりポジテ1.ヴに規定されなければならないと思われる。
労働組合運動が反公害運動に占める固有の意義は,住民運動としての反公害
運動が持つ限界を越える点に求められるべきであると考えられる。それは,す
でにあげた情報不足や組織活動の未熟というような内容での住民運動の限界で
はない。前項に述べたように,住民運動が不可避的に持つ利害関係の個別性に
由来する限界であり,生産活動を欠落するが故にそれ自体としては新たな経済
社会を展望し得ないという限界 で あ る。住民運動のこの限界を越える点にこ
そ,労働組合運動が反公害運動をより高次な運動に,言いかえれば公害問題の
「解決」を展望し得る運動に高める可能性が認められるのである。言うまでも
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なく,それは労働者階級の普遍的階級としての自己規定性である。労働者階級
が,賃金労働者としての部分的利害関係を止揚し,社会体制の変革を通じて利
害関係の構造そのものを変化させる可能性こそが,公害問題に対する労働組合
の対応の特殊性であり,その可能性は資本主義体制において労働者階級が占め
る固有の歴史的役割の中に見出されるのである。
しかしながら,労働組合運動という労働者階級の運動が労働運動一般とは区
別された固有の論理を持っているごとは,労働組合が労働者階級の賃金労働者
る
としての行動様 式に基礎 を置 くものであ ることか ら当然であ り,労働組合運 動
を直 ちに労働 者階級の階級闘争 と等置 し得 ない こ とは一一 しば しばその ような
誤 りが横行 してい るとは いえ一 初 歩的 な原則であ る。労働 組合は,そ れ が形
成されてい る論理 に したが って運動 し,そ の運動 の展開 の結果 として のみ上述
の可能性に接近す るのであ って,無 媒介 に階級闘争 に接合 され得 る ものではな
い。 これを短絡せ しめ るこ とは は じめか ら労働組合 とい う労働者組織を無視す
ることと同 じであ り,労 働組合員 としての労働者 を労働者階級一般 の中の一人
に分解す る ことになるで あろ う。 そ してその結果 は,圧 倒的 多数 の労働者 を運
動か ら脱落 させ る ことに も通ず る。 われわれに とっては,労 働 組合の運動 が ど
の ような条件 で個別的利害関係か ら普 遍的な利害関係 へその論理 を 転 換 す る
か,を 見出す ことが課題 なのである。
(1)「資本論」青木文庫版(2)371頁。.
(2)宮島尚史「労働者の公害闘争の法理(2)∫労働法律旬報」,815号(1972、8、25),21頁。
(3)「公害と労働組合(座 談会)」「日本労働協会雑誌」,145号(1971.4),31頁。
(4)たとえば中村孝俊 「公害の経済学」1970年,187頁。
(5)このような運動についての周到な叙述として塩田庄兵衛,小林英夫 「公害反対の
住民運動と労働組合」「労働 ・農民運動」,1972年4月号をあげておきたい。
3「 企業エゴイズム」 と労働組合運動
1
へ
しかしながら,'公害問題と労働組合とのかかわ り合いについての以上の観点
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は,直ちに労働組合の政策を導き出すものではない。労働組合の政策は極めて
現実的なものであ り,しかも現実的諸条件によって幾重にも製肘されている。
その中で労働組合の今後の展開の方向をうらなうためには,現状への批判がど
のような方向への運動の展開を示唆しているかを見ておく必要がある。
現に行なわれている労働組合の反公害運動に対する一 より厳密にはその欠
如に対する一 批判には,2つ の重要な視点がある。その第1は,わ が国の労
働組合の企業別組合 という組織形態が作 り出す問題点を指摘するもので,端的
ロ
に表現すれば,企業との間に契約関係という相互に自立的な関係に立つはずの
も
労働者や労働組合が,実際上 は企業 の行動様 式に追随 し,主体性 を喪失 して企業
と同化 してい るとい う批判 であ る。そ の第2は,労 働者 が被支 配的に産 業に組
み込 まれてい る状 態が,労 働組合 の機能 に まで交渉機能 への限定 とい う形 で反
映 してお り,公 害 とい う全 国民的課題 の前 に有効 な政策 を形成 し得ていない,
とい う批判で ある。 、
この2つ の批判 は,ひ とつ の主張の 中に混 然 と含め られ ることも少 な くない
が,異 質な性格 のものであ る。前者が主 張す るものは帰 す るところ労働組合 の
独立 であ り,い わば トレー ド ・ユニオニズ ムであ る。それが労働 組合 に与 えて
いる機能範 囲は団体交渉 に よる資本 の活動 の制約 であ って,し たが って この主
張を貫徹 して も,労 働組合 が反 公害運動 に寄与 す るか否か は,資 本 がそれ に よ
って どの よ うな対応 を示すか にかか ってい る。 これに対 して後者 は,労 働 組合
それ 自体が反公害 の原理 に即 した政策実施 の主体 とな る ことを予定 してお り,
資本 の論理 に対抗 して自己の政策 の実現 のために闘 うこ とがそ の本来 の機能 と
され ている。 ここでは交渉 は労資 相互 の否定 し合 う関係 の顕在化 としてあ り,
交渉 の結果 は常 に未完 の闘争 の過渡的 な,不 安 定な釣 り合 いを示す もの以上の
ものではない。資本主義的経済 秩序の変革が実 現 しな い限 り,労 働組合 の政策
は絶 えず不 貫徹な状態 に終始 す るのであ って,反 公害運動 はその解 決を見 ない
ままに労働 組合の課題 とされ続け るのである。
公害 問題 が労働組合 に とってデ ィレソマ としそ立 ち現われ るのは,実 は この
点 にある。 公害問題 の解決を 「此岸 」の問題 として,つ ま り当面 の早急に解 決
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され るべ き問題 として提起 す るか ぎ り,労働 組合 にはそれ を徹 底 して迫及す る
条件 が欠 けてお り,労 働 組合 の主体性がそれを解決す る こ と を期待す る こと
は,逆 に公害 問題 を 「彼 岸」の問題 に押 しや って しま うことに なる。公害問題
が産業活動 に よる人 間生 活,い な人 間存在へ の脅威 として即 時 の解決 が要求 さ
れてい るのに対 して,労 働組合のそれ との取 組み の可能性 に まつわ る この よ う
な条件 は,ギ ヤップと して意識 され,そ の克服 につ いての多 くの視点を作 り出
すのであ る。
これ らの視点 は,い ずれ もわが国の労働 組合 の現状 への批 判を含ん でいる。
言いか えれば,公 害問題へ の労働組合 の対応 を追及す ることは,た だ単 に労働
組合の政策 におけ る公害政策の欠落を指摘す る ことには終 らず,こ の欠落を生
ぜ しめ る労働 組合 の構造 と機能 へ の批判 にな らざるを得 ない ことが明 らか に さ
れてい る。労働 組合の社会的機能を賃金労働者 の利益擁護 とい う点で了解す る
社会的風土の完成 され ている国一 近似的には た とえばイギ リスー において
は,こ れ らの論議は特殊 な見解 と しての評価 を越 え るこ とがな いであろ う。 し
か しわが国においては〉 これ らの主張は,労 働者 お よび労働 組合 の現実 に根拠
を持つ主張 として,将 来 の労働 組合運 動 に大 き く影響 す る 可能性 を持 ってい
る。その理 由は,わ が国 の労働 組合運 動は,戦 後一貫 して労 働者階級 の階級的
一 言いかえれぽ社会主義運動の担い手 としての一 運 動 と,企 業 内の従業 員
集団 としての運動 とい う,大 き く異 った性格 の運動 の間 を揺れ動 いて きた し,
その動揺の都度,労 働者 は社会 主義の実 践者 としての役割 と,心 身 ともに企業
と一連托生 の関係に立 って企業 の利益を代行す る役割 との間 を,つ き動か され
て来てい るか らであ る。
2
つまり,わが国の労働組合運動は,大 きな揺れの過程にあって,固定的な社
会的機能には定着していないために,公害問題のような全社会的な課題が生じ
た場合には,この課題との関係でその機能を問われると,直ちにそれが運動そ
れ自体の本質的な変化を呼び起す条件にある,と考えることができる。このよ
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うな観点から戦後行なわれてきた論争を回顧すれば,例 えば大友福夫氏や高橋
洗氏によって提起された企業別組合論は,今 日なお結着を見ていない新鮮な問
題提起であると評価することができる。
「従業員の 『全員一括加入』を特徴とする企業別組合は,意識するとしない
とにかかわらず,r従 業員代表制』ないし 『工場委員会』に共通する問題を
ばらんでいる。その基本的問題は,ヘ ゲモニーを資本が掌握するか,労働者
が掌握するかという点に求められる。すなわち工場委員会は,自主的に労働
者の主導のもとに結成される場合と,資本の側から統轄機構をつかって,ま
た労働者に対する譲歩として政策的に組織される場合とがある。戦後日本に
おける労働組合の結成過程においては,この対抗関係がとくに重要な問題を
提起している。自主的であったか,他律的であったかは,企業別組合の性格
を会社組合的なものたらしめ るか,階 級的な組織たらしめるかの鍵であっ
た。」ω
1953年に書かれたこの文章は,産別民同グループによる労働組合運動の再編
を直接の批判対象とし,その形骸化を指摘したものであるが,こ の指摘が労働
組合運動の状況が大きく異なった今日もなお新鮮であ り得るのは,こ こで 「会
社組合的」とされている傾向が,.今日の 「企業エゴイズム」という労働組合へ
の非難の中で同じような意味で意識されているからである。運動の状況変化に
ともなって批判の基準は移行してきているが,②一貫して変らないものは,労
働組合を資本の論理に対抗する独自の論理の実現をその役割とするものとして
捉える視角で あ り,言 いかえれば非資本主義的理念の実践者という規定であ
る。この 「非資本主義理念」が何であるのかは,高橋氏の著書の中では明らか
にされていない。それが科学的社会主義の理念であり,その実践的主体として
の労働組合の役割が意識されていることは,行文中から推測することは困難で
はないが,それはあくまでも推測であ り,叙述の中からは,資本蓄積が生み出
す多様な搾取形態に対応して展開される労働組合の政策の総体が確認されるだ
けであるdしかし,この労働組合の政策の総体は,資本蓄積の論理がら自らを
区別する独自の論理の世界を構成すべ く位置づけられていることは,疑 いをい
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れない。
この論理 の世界 をその もの として可視的に表現 したのは熊沢誠氏 である。「産
業史における労働 組合機能 」(1970年,ミネル ヴァ書房)お よび 「寡 占体制 と労働
組合」(1970年,新評論)の 中で,労 働組合機能 の概 念類型 として 「取 引的組合 ・
主義」「蚕食 的組合主義,1の2類型を析出 した氏は,「真正な労働組合」の機能
の発展の方向 としての後者 について,そ れ を支 える もの として 「労働 の論理」
を打出す 。(3}この 「労働 の論理 」は,'企業社 会の中で貧 困な内容 に堕 されて行
く 「労働 その もの」に対す る労働 者 の固有 の発言権 を基礎 とし,そ れにさ まざ
まの差別を加 え よ うとす る資本 に対抗 して(経 営権を蚕食して),自らの世界を構
築して行 く営 みであ る。それは資本の労務管理 と直接 的な対抗関係を,労 働 が
行なわれ る生産 点において,あ らゆ る側 面で作 り出す ばか りではな く,内 部 統
制を含む労働組合 運動や,こ れを反体制的な運動に組 織 しよ うとす る革新政党
の運動 とも一 定 の距離を作 り出す。 この ように,熊 沢氏 の ・「労働 の論理」は労
働組合運動をe・体制 につい ての 「大所高所論」的 な トータルな認識 の部分的要
因 として把握 す る ものではな く,そ の もの の独 自な領域を独 自の根拠 か ら構 成
.しようとす る試 みである。
しか し,こ の 「労働 の論理」 の実体 は,熊 沢氏に よっても具体的 に規定 され
ない。現実 の労働組合 の歴史 の中で,常 に妥協 の結果 として与 え られている諸
政策に対 して,労 働者が く りか え し行 なってきた批判が依拠す る ところの 「あ
る基準」 としてのそれは,そ の もの としては解 明 され ていない。それは現実 に
示された政策へ の批判 としてのみ与え られ てい るのであって,そ のよ うな状況
において 「翻訳 された政策 」を通 じて しか姿を見せない 「ある もの」で あ る。
筆者ばここで熊 沢氏 の 「説明の不足 」を難ず るつ も りはない。'むしろそれは説
明の不可能 な ものであ ると考 え る。労働組合 の政策 の歴 史的 な展開過程 にたえ
ず登場 し,た えずそれ に戦闘 性を注 ぎ込 も うとして きた労働者的発想 は,そ こ
からい くつか の政策 が 「翻訳 され る」 〈=演繹される)よ うな原理 ではな い。 そ
れは労働組合 の政策 それ 自体 が作 り出す否定 の契機 なのである。た しかに労働
組合がある労働関係 の中に 「安定 」を見 出す とき;そ の政策 は労働者階級 の中
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で一定 の 「大所高所論」 としての内部 規律 を作 り出す。 その ことに よって資本
が労働者 を統 轄す る一 連の差別的政策 は,労 働 組合 に よって合理化 され,固 定
され る。 しか し,こ の 「安定」 を崩す ものは♪ 「労 働の論理」に も とつ く特定
の組合機能 ではな く,安 定 の内部 に存在 しつづけ て きた矛盾であ る。 もしこの
矛盾の中 の否定 の契機 だけを取 出 し〉集合せ しめて も,そ れは単な る観念的操
作 であ って,実 体 とは全 く切離 され てい る。
労働組合 の運動 にた えず戦闘性 を与えつづける理念 を集 約 しう そ れ だ け で
「論理 」を構成 す ることは,た しかに魅惑的な試みであ る。 そ して構成 され た
論理 は純粋であ る。 しか しその純粋性 は,そ れが否定的契機以外 のなに もので
もない ことに よって支 え られてい る。熊沢氏が依拠す る具体的事例が お しなべ
て少数派運動 である ことは極めて示唆的 である。r現 実 の組合機能 がく労働 の
論理〉 を絶 えず要求 に翻 訳す るか ぎ りにおいて,労 働組合 は,さ しあた り体制
的存在 ではあれ,反 体制的存 在であ る」{4}と氏 が述べてお られ るよ うに,<労
働 の論理〉 は 「許 され ざる もの」㈲ として しか具体化 しな いために,そ れ は少
数派運動 の申に,い やむ しろ少数派 であ ることの中にのみ,そ の具体性を発見
し得 るの であ る。 た しか に少数派 運動は労働 組合運動 の展開を作 り出す重要 な
要素 であ る。 しか し,そ れはいわば 「母集 団」 としての労働 組合運動 と対 置 さ
れ る ことに よって,そ の重要 な意義を獲得す る。 「少数派 であ ること」 自体に
意 義があ るのではない。それに もかかわ らず,氏 の方法 に よれ ば,労 働組 合運
動 にお ける本質的 な ものは,否 定的形態 で しか現象 しないのであ る。 これ は氏
が母集団 としての労働組合運動 の内部 矛盾 の外化 である批判的運動 に独立 の論
理性を与 えた こ との結果 であ り,さ らにその根底 には,「同一労働同一賃金 」 と
い う全 く 「体制的」 な原則 をく労働 の論理〉 とい う全 く 「反(超)体 制的 」な
原理に固有 のもの と して把握す る ような,方 法上 の問題 が横たわ ってい る♂6}
3
以上の検討からわれわれは,労働組合の現状への批判を 「非資本主義」的原
・理を想定して試みることの限界を見出さざるを得ない。1公害問題への労働組合
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の対応というような局面での労働組合批判は,それが労働組合運動にとって具
体的であるためには,「企業エゴイズム」もまた労働組合の政策のひとつのあ
り方であったという事実ωから出発する必要がある。日本の労働組合が公害問
題に対 して不活発である理由を,労働組合が企業エゴイズムに陥っていること
として指摘し,それを弾劾することからは,労働組合における公害への対応の
あり方は見出されない。何故日本の労働組合が企業エゴイズムに陥らざるを得
なかったのか,言 いかえれば,企業エゴイズムがいかなる形で日本の労働組合
の政策となっているのかを明らかにすることが,労働組合の公害問題への対応
についてのおれわれの考察の出発点でなければならない。そして,われわれが
労働組合運動と反公害運動との関連について想定した特殊な意義,すなわちそ
れが住民運動 とは区別されて,「告発」の段階から 「解決」の段階への問題の
展望を持ち得るものであると考えたことは,現在の労働組合運動を規定してい
るとされる企業エゴイズムそれ自体が,労働組合運動にいかなる矛盾を生み出
すかを分析することによって,は じめて具体的に認識されるのである。
(1)高橋洗 「日本的労資関係の研究」1965年,31頁。
(2)例えば高橋氏 自身の論点で も,前 掲書に収録 された第2論 文では,企 業別組合克
服 の条件 として産業別組織の役割が強調され てお り,第3,第4論 文では視点が企
業 内部の労務管理体制 との対抗に移 されている。
(3)熊沢誠 「労働のなかの復権」1972年,三一書房,第4章 。.
(4)同上,135頁。 ＼ 〆
㈲ 同上。
(6)熊沢氏の方 法論的領域 での問題点につ いて は,筆 老は別 の機会にふれて きた(拙
稿 「書評 ・岸本英太郎編『労働組合の機能 と組織』」「日本労働協会雑誌」98号,1967
年,お よび拙稿 「労働組合史 の方法について一 熊沢誠'『産業史 におけ る労働組合
機能』 をめ ぐって一 」 東大経済学会 「経済学論集」36巻3号,工970年,'参照)が,
「労働のなかの復権」においては,労 働組合運 動に固有 の一 政党 や労働組合の正
式機関の 「大所高所 論」 か ら区別 された一 もの としての原理 を追究す るとい う視
角か ら,労 働組合の機能は従来 よ り鮮明に規定 されて いる。 そ れ にともなって,
　 　
「平等化 ・標準化」 とい う氏 の労働組合機能 の視点は,労 働 組合の政策 としての規
コ
点からます ます遊離 して,超 体制的な原理 になっている。「平等化 ・標準化」(この
2者をどう関連づ けるか は実は重大な妓路 なのだが)が 労働組合の政策の歴史の中
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で 具体 的 に 持 っ た 意味 と,氏 が これ に 与 え てい る意 義 とは全 く別 の もの で あ る:こと
に注意す る必要があ り,氏 自身 もまたそれ を明確e『意識 して論理構成 している、こと
がその特徴 ある論 旨を生み出 しているのである。 、
(7)労働組合 の政策 についての この ような把握 の仕方を定式化 したの もまた熊沢氏で
ある'eアメ リカ自働 車産業における労働組合運働 が 「排他性」 を先任権条項 のよ う
な形 で展開 した ことの根拠 を見事 に分析 した 「寡 占体制 と労働組合」 の叙述 は○ 当
然 日本の労働組合運動に も適用 され るはずである。 筆者の ζの作品につ いての批判
は 「書評 ・熊沢誠著 寡 占体制 と労働組合」「甲南経済学論集」11巻3号,1970年を
参照。
`
4「 春 闘体 制」 における労働組合の位置
1
わが国の労働組合運動に対する批判が常にそうであるように,反公害運動に
ついての労働組合の不活発の原因は,企業別組織というその組織形態に求めら
れている。企業別組合=企業エゴイズムという定式は,一見して公害問題にお
ける労働組合の位置を説明し尽しているようである。しかし,この定式が見落
しているのは,一方において企業別組合における労働組合の可能性であり,他方
において労働組合の組織を支えているものが個々の組合員の利益であるという
原理的規定である。このような観点から,公害問題がわが国の労働組合運動に
提起している諸問題を整理する場合,春 闘という現在の労使関係の構造が持っ
ている性格を再検討することが必要であると考える。なぜなら,春闘はわが国
の労働組合運動が,企業別組合とい う特殊性の中で労働組合機能を追及した帰
結であり,そこに企業別組合における労働組合の可能性の態様が示されている
と同時に,正にこの春闘体制の中において,公害問題へのわが国の労働組合運
動の停滞が企業エゴイズムとして表面化しているからである。春闘体制が持つ
この二面性は,企業別組合としてのわが国の労働組合の二面性が現時点での労
使関係の構造の中で取っている形態であ り;機能である。したがって春闘体制
を検討することによって,皮公害運動における労働組合の不活発な対応の具体
的条件と,そこからの脱出の具体的条件とについて,企業エゴイズムの否定と
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いう,それ自体は正しい視点であ りながら,彼岸にのみ解決の展望を持つ観点
とは別の展望を得ることができるはずである。 ・
春闘は,周知のように,わが国の高度経済成長と同じ起点である1955年に,
5単産共闘として形成された。高度経済成長をもたらした設備投資は,重化学
工業を中心に大企業間の激しい競争を媒介とする技術革新と,石油化学工業の
ような新産業の登場を内容としておし進められたが,需要拡大に支えられたた
あに,急速な合理化にもかかわらず労働力需要を惹き起し,労働組合は好況を
団体交渉に反映するための活動にとって有利な条件に恵まれた の であ る。中
村隆英氏の総括にしたがってこの時期の経済的諸変化を見れば,次 の通 りであ
る。ω
(1)1953年までは消費の伸びが大きかったが,54年からは企業の雇用抑制=
合理化が進みはじめ,農業,中小商工業の所得増加も抑制された。
(2)政府の財政支出も,イソフV一ショソへの警戒から,抑制されていた。
(3)その中にあって企業の設備投資は,54年の金融抑制の解除の直後から急
激に増大し,その中心は,それ以前の電力 ・鉄鋼 ・海運などの基礎産業か
ら,重化学工業に広 が り,設備投資の質も,既 存の設備の追加 ・更新か
ら,積極的な新設備建設に変った。しかもこの新たな設備は世界一流の国
際競争力を備えたものであった。
(4)需要拡大の見通しを旺盛な投資行動に転化したものは,大企業間,と り
わけ重化学工業における競争の激化であり,それは資金調達の必要から強
化された資本系列相互間の競争関係にも転化した。
⑤ この期間を通じて労働市場は供給過剰の状態から需要過剰の状態に変化
さ
しj中 学 ・高校新 卒者 をは じめ とし,農 村の若年労働者 の工場へ の流入を
招いた。
労働組合運動が この 日本経済 の急旋 回に追 いついて行 く過程 は,、しか し,平
坦なものでは なか った。 まず,こ の過程 が企業 が作 り出 した設備投資 ブームを
主導とす る もので あ った こ とか らも うか が える ように,こ の過程の開始に先行
して,企 業 の合理化運動 の強 引な貫徹 の過程 があった ことに注意 しなければ な
?
?
第1表 実質国民総生産の伸び率
1952
1953
1954
1955
1956
1957
1958
1959
1960
個人消
費支出 うち家
計消費
支出
116.7116.8
110.3110.4
104.8104.8
109.OlO9.0
106.8
106.6
107.3
108,8
109.2
106.6
106.6
107.4
108.8
109.2
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
107.6
105.2
100、0
1 0.2
98.9
104.4
105.1
104.
105.7
国内総
資本形
成
106,1
117.3
93.5
123.6
123.2
117,2
91,1
131.1
131.8
総固定
資本形
成
15.9
119.
97.9
109,0
122.4
122.1
100.7
22.7
130,4
民間1
住宅
109.8
115,1
96.1
114.7
132.8
121.0
95.1
126.8
136,2
139.5
04.6
114.8
107.9
112,8
112.5
?
?
?
?
108.7
118.7
113.2
103.6
118,1
91.4
116.8
138,6
123.0
92.3
128.9
141.6
政府
131,9
29.4
101.5
98.3
99.8
125.2
116、2
113,3
115.4
在庫品
増加
66,7
101.4
56.9
332.1
126.9
95.1
35.5
269.1
142.5
経常海外
余剰
73.5
160.0
26.5
155.7
322、7
49.0
17.6
輸出と海
外からの
所得
107.1
104.0
108.4
117,3
116.0
112.9
103,7
115.2
115.7
市場価格
(控除)輸表示の国
入 と海外民総支出
への所得
123.9
135.2
91.8
109.8
138.9
110.9
88.7
131.7
124。8
111.8
108.8
102.8
112.1
108.5
109、7
103.5
]13.2
115.2
出典:中 村 隆 英 「戦 後 日本 経済」p.74.
?
?
?
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らない。1953年～54年に集中的 に見 られ た合理 化=人 員整理 をめ ぐる紛争が そ
れを物語 るが,こ の過程はわが国の労 働関係 に おけ る力のバ ラソスの揺 れを示
すだけではない。す なわ ち景気後退に よる労働組合の一歩 後退を示 す局 面ではぷ
な く,労 働組合運動 の質 の変化 を含 めた ものだ ったの である。それを 日産,尼
鋼,日 鋼室蘭 での争議を通 じて考 察 してみ よ う。
2
1953年1月1日付 で 日経連 は 「労働協約基準案」を発表 して,こ の年か ら始
まる合理 化のための労働組合対策 の基本姿勢を明 らかに した。 この文書 は,冒
頭か ら 「オープ ン ・シ ョップ制」を原則 としで打 出すな ど,極 めて強硬 な姿勢
を特徴 としてい る。 これは企業別組織 として形成 されたわが国の労働組合運動
が,企 業 の人 事権 と常に接触 しなが ら機能 して き た こ とを真正面か ら取 り上
げ,い わぽ戦後的労働 運動を払拭 しよ うとした画 期的 な挑戦 であ った。 その重
要な論点 は次 の ような ものであ る。
(1)企業 の人 事権 との接触を避 け るため,ユ ニオ ン ・シ ョヅプの原則か らオ
ープソ ・シ ョップの原則に移 るこ と。
② 団体交渉を協 約締結に関連す る範囲に限定す ること。
㈲ 人事問題 について の係 争事項 は職制方 式に もとつ く苦情処理手続 きに よ
って解決 をはか ること。
(4)組合活動は就 業時間外に企業施 設外で行 な うこ とを原則 とす ること。
⑤ 協約有効期間中の争議行為 を排除す るこ と。{2)
ここで一貫 して意図 され ているこ とは,企 業活動に契約に よって包摂 された
労働者の活動領域 を完全 に支配す るこ とであ り,労 働組合活動 をその外側 に押
し出すことである。 その限 りではそれ は労使関係を 「近代化 」す るこ'とに他 な
らなかったが,他 方 では,現 実 の労使関係が企業内的な関係 であ ることはす で
に自明の こととされ,こ の文書 の中で も 「団体交渉は企業 内におけ る労使 の相
互信頼関係を基盤 とす る当事者間 で行われ るべ きで ある」t3)として,現 状 を温
存しようとしていた ことは,そ の意図が,労 使関係の近代化 とい う形 式を と り
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なが ら,事 実 関係 においては労働組合運動 の分解 をはか る ものであった ことは
,明白であった。 もしも労使 の契約関係 とい う自立 した主体相互間 の関係 で労使
関係 を律 し ようとす るの であれ ば,「 企業 内におけ る労使 の相互信頼関係」 と
も
いうような融和的関係が前提されるはずがないのであり,敢えてそれを前提と
しながらその内部において契約にもとつく経営権を全面的に主張することは,
労使関係に労働組合の活動領域を否定することに他ならなかった。
経営権に抵触する労働組合の機能を否定する資本側からの挑戦は,これが最
初のも6ではない。その試みのより代表的なものは,すでに占領下においてか
の 「東宝争議」(1948年3～10月)を頂点とする資本攻勢の中で示されていた。
「労働組合の経営参加権の範囲」を争点として行なわれたこの争議は,労働組
合が経営上の諸問題の決定について使用者と同一の内容の発言権を持ち,その
発言権の大きさが力関係によって左右されたものと総括しうる戦後型の労使関
係を,最終的に清算した争議であった。そしてこの争議は,日経連の発足とい
う資本の自律性の再現を象徴する出来事と同じ時点に起 り,終っている。その
5年後の日経連のこの文書の意図は,したがって,ただ単に 「経営権の尊厳」
を主張したものではなく,その経営権にもとつ く資本の具体的な政策の出発を
告げるものだったのであ り,高度経済成長過程を貫 く 「生産性向上運動」の準
備の開始を象徴するものだったというべきである。
全自動車日産分会の賃金交渉が,一転して職場における組合活動制限をめぐ
る大争議に発展したことは,「日経連の前田専務理事は,『会社の基本態度がこ
ういう争議にあり勝ちな安易な妥協を避け』 たことを高 く評価」(4}したといわ
れているように,企業側の対応の変化がその基調であった。 トヨタ,いすぶと
,三者共闘を組んだ組合に対し,会社は賃金要求はじめ 「およそ金めのものは全
面拒否」という態度でのぞんだだけではなく,課長など管理職の非組合員化,
就業時間中の組合活動の賃金カヅト,届出制を申し入れた。東宝争議で経営協
議会を通じての労働組合の経営介入を断ち切った企業は,さ らに職場組織を通
じての組合の介入をも断ち切ろうとしたものと見ることができる。「当時日産自
動車の組合は職場闘争を意識的にもりあげて,多数の活動家を育成して,職場
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に労働組合 の根 をは った強 い組合 だ と評価 され ていた」〔5}こと自体が,こ の争
議の主要 な問題点 であった。管理職を も包み込み,企 業 の施設を利用 し,就 業
時間内に組合活動を行 な うとい う,戦 後的性格 の労働組合 の 「強 さ」は,争 議
の経過が示す よ うに,第 二組合 の分裂 と急速 な成長 に よって,一 挙 に瓦壊 した
のであ る。
この経過 は,春 闘体制が形成 され るにいた る前段階において,労 働組合 の企
業内活動 が資本 に よって徹底 して制限 され,全 く客体的 な位置に追 いや られ て
いることを知 る ことがで きる。企業別 組合が企業 と一体 である と即断す るこ と
は,春 闘の形成過程 について見 る限 り正 当ではない。
日産 争議 の結果 が全 自動車 の分解 にいた った ことは周知 の ところであ るが,
その原因は,こ の争 議の過程ですでに表面化 していた企業 間競争へ の労 働組合
運動の対応 であった。 日産 の第二組合 である 日産労組をは じめ,ト ヨタ,い す
対こおいて も,企 業 の発展 を前提 にす る労働条件 の改善 とい う路線 が明確 にさ
れるにいた った。16)日産争 議 の翌年 に起 った尼鋼争議 の経過は,資 本間競争 の
激化がわが国の労働組合 の当時の状況 に,い か に強 烈に作用 したかを物 語 って
いる。
1954年3月に尼崎製鋼所 が組合 に提案 した 「非常対策 提案」は,経 営困難 の
打開を一連 の経費節減措置 と賃金減額 に よってはか ろ うとす る方策 であった。
組合は これ を資本 の策略 とす る判断に立 ってω激 しく抵抗 したが,結 果 は企業
の倒産 と全 員解 雇に終 った。 「比較的競争 の少 ない品種 を多角経営 できること
は尼鋼の有 利な特徴 」であ り,「 薄板 や帯鋼 だけ に頼 る会社 よ りは るかに強 固
な企業」であ るとい う組合 の判断 は,そ れ 自体 が正 しか ったか否か は》倒産 が
ただ経理的な帰結 ではな く,労 使関係 も含 めての資本 の総合的 な決定であ る以
上,こ こで判定 し得 ることではないが,こ の時期 に よ うや く開始 され ようとし
ていた鉄鋼資本 の急激な設 備競争を十分把握 していた と9まいえない。いずれに
せよ・.尼鋼の倒産 は,当 時 の労働組合運動 に資本間競争が極めて否定的 に作用
した事情を物語 ってお り,そ の要 因を無視 し得ない ことを教えたのであ る。
そ して,第3の 事例であ る 日鋼室蘭争議は,.この資本 間競争 の も と に おい
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て,企業別労働組合の運動が極めて脆弱であることを,日鋼労連とその中にあ
っt6日鋼室蘭労組との相剋を通じて明らかにしたものと言える。193日の闘争
め過程で,「企業整備」による解雇者をかかえた室蘭労組の反対闘争に対して,
企業連合体である日鋼労連は公然とそれを批判し,室蘭労組からの分裂によっ
て形成された第二組合を事実上支援するにいたった。{8)上部団体である総評,
鉄鋼労連は室蘭労組を支援して様々の活動を行なったが,企業連合体がこのよ
うな方針をとった状況の中では,局面を変えるほどの働きはなし得なかった。
このことは,それ以後の労働組合運動において,単産あるいはナショナル ・セ
ソターが,大手企業の連合体の利害を最優先の政策決定要因として尊重し,そ
の調整をもって自らの機能とすることを余儀なくさせたのである。それと同時
に,各企業連合体が,資本間競争を前にして自己の領域にとどまって い る限
り,労働組合運動それ自体の放棄に通ずることもこの事例は示しているが,そ
く
れが確認されるためにはなお年月を要したのである。
3
以上に摘記した経過は,春闘が形成される過程は経営からの労働組合機能の
締出しの過程であり,労働組合運動の(企業連に象徴される)企業内活動への圧
縮の過程であったことを示している。春闘が高度経済成長過程 と同時的であっ
たことが,決 して労働組合運動の企業別組合というわが国の特性それ自体を根
拠とするものではなく,その特性に立脚しながら展開された労働組合機能を根
拠としていた点に,われわれは十分な注意を払わなければならない。事実,高
度経済成長そのものは,自動的には労働組合による労働条件改善には結びつか
なかったのであり,1955年から60年の時期には,労働組合は強化された経営者
側の圧力の下で苦闘を強じ・られたのである。・太田 ・岩井ライソと呼ばれる春闘
の指導体制が,大手企業を中心とする産業別賃金交渉のパターンを設定したの
は,これまで述べてきた。 「平和経済プラソ」への集約を目ざした労働組合の
運動が,いわば労働組合運動の階級的な広がりに主要な展開方向を求あたにも
かかわらず,企業との対抗において挫折を余儀なくされたことを基礎的な反省
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点 としたためであ った。企業別交渉 を積 み上げ る新 しい運動路線 の確認に もか
かわ らず,そ の当面 の帰結 は使 用者 の組織 的な反労働 組合機能の整理 された表
面化 にほか な らなか った。1957年秋 の鉄鋼 での 「一一発零回答 」に象徴 され る よ
うな強力 な資本 の抵 抗は,労 働組合運動の 目標を,そ れ までの全 国民的 な規模
への拡大 とい う路線か ら,「 労 働者 の要 求は多岐広範にわた るが,闘 争 の集約
化とい う立場か ら,こ の共闘は 当面賃上げを中心要求 とし」 て行 くとい う,節
欲的な方針 に転換 したに もかかわ らず,そ の目標達成 を非常 に困難 な ものに し
た。か えって 日経 連指 導下 での使用者の賃 金体系の再 編=定 期昇 給制に よる賃
上げの停止 とい う政策 との闘争 がその主要 な内容 とさえな った のであ った。 日
経連が この時点 で とった賃 金政策 の柱は,「(1)総額賃金 の考 え方 の確立 ・徹底,
(2)生産性向上 と賃 金 との関連 を強 く認 識す る,(3)昇給制度を再検 討す る=定 例
給の合理化,(4)賞与制度 を再検 討す る=臨 時給 の合理 化な どを重点に考 慮すべ
きである」〔9}とい うものであ って,さ らに生産性 との関連については,資 本蓄
積を助長す るた めに,「 賃金は大部分 消費 に向け られ るため及 び賃 金が労働 費
用として企業貯 蓄に向け.られ るべ き価格 に影 響を もつため,生 産性増大 に比 し
賃金上昇をお くらせ,且つ相対 的 に低率上昇に と どめ る ことが要請 され る」:lqと
明確 にその意図 を述 べてい る。克明 にその経過 を追 う余裕 はないが,日 経連 の
このような方針 は,春 闘開始後約5年 間 の労働組合運動 を防衛的 な性格 に押 し
とどめ・民間 での成果達成 が困難 になった ことに よって・官公労を前面 に押 し
出さざるを得ない状況 を作 り出 し,法 制上 の争議権をめ ぐる弱点 を表面化 し,
大量処分一 処 分反対 闘争一 迫 い打 ち処 分 とい う新 しい問題 をひ き起 すにい
たったことは周知 の ところである。 その結果 は,第1表 で見た よ うに,こ の時
期を通 じて民間設備投資 を中心 とす る資本形成が飛躍的 に上昇 し,そ れ に よっ
てGNPが 加 速度 的な増大を続け たに もかか わ らず,個 人消費支 出は算術級数
的な伸びが記録 され るに とどまる とい う,特 徴的 な トレソ ドを残 した のであっ ,
た・よ り端的 な指標 をあげれば,第2表 に示す よ うに,製 造業におけ る付加価
値のうご給与 の占め る割合 は,1960年まで急速 な低下を記録 した のであ る・ そ
してそのことが高度経済成長 を可能 にす るものであった こ とは,論 を また ない
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第2表 製造業にお{ナる労働分配率の推移
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年 分 配 率1 年 1分 配 率
1950
1951
1952
1953
1954
、1955
1956
1957
1958
1959
1960
44.1
39.3
42.7
39.2
38・9L
37.4
36.7
37.9,
36.6
35.1
33.3
1961
1962
1963
1964
1965
1966
1967
1968、
1969
1970
33.8
34.3
34,0
"34
.4
35.9
34.2
32、8'
32.8
32.7
32.9
(注)規模10人以上
「1973年度労働白書」p.239.
.ところであろう。
春闘体制が労働組合運動にとってもひとつの安定した体制となったのは,高
度経済成長自体の結果として,労働市場の需給関係が逆転し,売 り手市場の状
態が明らかになった1961年を境としてである。第3表 に見るように,急激な労
働需要は供給の壁につき当り,労働力不足時代を出現させた。 これ と前 後し
てようやく労働組合の賃金交渉も高揚 し,ユ960年の電機労連の要求を発端に
「大幅賃上げ」のスローガソが定着した。この 「大幅賃上げ」という言葉自体
は甚だ無規定的であるが,それが意味したものは,賃金交渉を企業の支払能力
に順応させなければならなかったそれまでの賃金要求の形式が破棄されたとこ
ろにあり,産業別賃金交渉の本格化を物語るものであった と言える。労働市場
の逼迫が企業間競争による労働条件平準化の可能性を作 り出し,それを現実化
するものとしての産業別賃金交渉がようやく機能し始めたという点からは,高
度経済成長の自己矛盾としての労働組合機能の回復という図式を描 くことが可
能である。かかる意味において春闘体制は本質的に高度経済成長に包摂される
ものだったのである。隅谷三喜男氏によって 「春闘に具体化された産業別統一
り
闘争は寡占資本の確立にともなって;戦後日本の労働組合組織である企業別墨
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第3表 労働省職業安定局:昭 和30～39年職業紹介状況(一 般)(単 位:千 人)
求 職 者 求 人 就 職 就 職 求職倍 充足率
年 月 一 一 件 数 率有効(
B}◎(CIA)(AIB)(CIB)新 規'有効ω 新 規
昭和30年平均
〃31〃'
〃32〃
〃33〃
〃34〃
〃35〃
〃36〃
〃37〃
(〃37〃)
ノ138〃
〃39〃
390
406
431
474
456
424
401
416,
(437)
431
417
1,283
1,199
1,180
1,407
1,341
1,191
1,139
1,211
(1,418)
1,50玉
1,512
206
259
297
297
348.
399
438
457'
(504)
597
624
353
458.
572
547
680
881
1,093
1,224
(2,015)
2,362
2,710
158
188
207
212
229
229
219
213
(230)
227
224
12.3%
15.7
17.5
15.0
17.1
19.21
19.3
17.6
(16.2)
15.1
14.8
3i6倍44.8%
2.641.1
2.136.2
2.638.7・
2.0.33.6
1.426.0
1:020.1
1.Ol7.4
.(O.7)・(ll.4)
0.69.6
0.68.3
「資料戦後20年史 ・労働」.p.451.
合単独 では賃上 げが困難 とな った状況 の もとで,企 業別交渉 の打開策 として形
成 ・展開をみた ものであ る」佃 と総括 された この労 使関係 め構 造は,労 働組合
機能に対す る資本 の抑圧 ・妥協 の この よ うな展開 を含 む ものだ った のであ る。
(1)巾村 隆 英 「戦 後 日本 経 済」 筑 摩 書 房 経 済学 全集 第25巻,1968年,75-一一87頁。
(2)「資 料 戦後20年史 」 第4巻 「労働 」,223頁以 下 参 照。
(3)同上,223頁。
(4)法政 大学 大 原 社 研 「日本 労 働 年 鑑」27集(1955年版),363頁。
(5)塩田庄 兵 衛 「日本 労働 運 動 の歴 史」,1964年,217頁。
(6)大河 内一 男 編 「産 業別 賃 金 決定 の機 構 」,268頁以 下参 照。
(7)前掲 「資 料20年史 ・労 働 」275頁 「尼 鋼 労組 家庭 対 策 部 の ア ピー ル」 参 照。
(8)前掲書298頁 「日鋼 労連 ・室 蘭 争 議 批 判 声 明書 」 お よび 「日鋼室 蘭労 組 ・日鋼労 連
声明 書 へ の公 開 質 問 状」 参 照。
(9)日経 連 「現 下 の賃 金 政策 と賃金 問 題 」1957年.1月,211頁。
㈹ 同上,48頁 。
⑪ 大河 内一 勇 編,前 掲 書,18頁 。
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小 括
労働市場の逼迫という資本の高度成長自身が生み出した条件のもとで,労働
組合はその機能を産業別統一交渉という形態で回復したが,そ の回復は,結果
的に見るならば,生産性上昇と賃金上昇との並行的展開という数量関係の範囲
内にあった。労働分配率がコンスタソトであったことですでにそれは示されて
いるが,第4表 でもあらためてその強い相関を認めることができる。そしてこ
れが1つ のサイクルとして定着することによって,結果が原因となり,生産性
上昇に見合った賃金上昇を予定する団体交渉の傾向が生れてきたことも,あな
がち否定できないところである。しかし,絶えざる生産性の上昇を実現するた
めには絶えざる合理化が要求され,これは労働組合に対する新たな圧力として
作用し続けたのである。しかもこの合理化こそ,われわれの当面の問題である
公害を惹起する基本的要因となったことは以下に見るとおりである。
労働組合が依拠した労働市場の逼迫に対して,企業は 「省力化」という形で
第4表 生産性上昇と賃金上昇の相関関係
1960
1961
1962
1963
1964
1965
1966
1967
1968
1969
1970
1971
1672
・製造業生(a)
産性指数
36.9
40、7
41.8
4ら、9
51.5
53.3
60.2
70.2
79.8
90.6
100.0
104.4
116.0
製造業賃 ㈲
金指数
31.1
34.7
38.0
41.9
46.3
50.3
56.2
63、6
73.1
85.0
1{}O.0
113.9
131.7
⊥
a×IOO
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
??
「1973年度 労働 白書」p,356よ り作 成
(119.)
第1図
(億円)
2
1
0
設備投資の大型化(昭 和32,36年,
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1件当 り設備投 資額)
3
← 昭和36年下期
← 2.88
・←昭 和32年下 期
1.80 1.73
1.58
1.37
1.11 0.980
.88
1.21
0.96
0.75
.38 0.3
一 ?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
????
?
?『
?
???
2.11
0.68
?
?
?
?
?
注 資本金1億円以上の企業を対象。
大島清 ・榎本正敏 「戦後日本の経済過程」(東 大出版会,1968年)p.128.
の対応 を顕著に し,設 備投資 はその規模を飛躍的 に増大 した。第1図 はそれ を
明瞭に示 し て い る。 規 模の増大 その ものは公害 に直接連続す る現象 ではない
が,一 企業の 「私害!が 「公害 」 として巨大 な災厄を もた らす とい うその一側
面を準備す るものであった こ とは議論 を必要 としないであろ う。
規模の増大を公害に導いた よ り直接的 な要 因は,そ れ が寡 占大企業間の競争
関係の中で,生 産力の増大 を唯一の尺度 として行 なわれた ことであ り,われわ
れの関心か ら見 るな らば,高 度成長 への労使関係 の側面か らの何 らの規制な く
行なわれた こ とであ る。む しろ,労 働力不足が農村か らの大量 の労働力流 出を
生み,こ れが農薬 ρ急激 な普及 となって,そ の生産面 で も消費面で も公害を拡
散したような,ω労働市場の メカニズ ムその も のが公害発生に結びつ く局面を
含みなが ら,こ の過程が進行 した ことである。労働組合が この よ うな変化を規
制することが できなか ったばか りか,む しろそれが作 り出す生産性上昇 に よっ
てのみ団体交渉を有 利に展開 し得tcことは,第5表 に示 され るよ うな,国 際 的
に見て著 しく低 い分配率を持続 し,そ れ に よって高蓄積を可能 な らしめ ざるを
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第5表 製造業における労働分配率の国際比較
(120)
① 1
日ぐ6評㍑
32.2 46.2
イ酬
/・…
②
日c副 西紬
・…1・9・1
フ ラン ス
('63)
41.2
11973年虜 齢 書ll・b.242『,
得なかったその組織的力量の小ささとして指摘されなければならないところで
あるカ㍉ この実態が資本の周到な労働組合機能の排除政策によプ『もたらされ
ている一面をも見逃してはならない。この点について,と りわけ公害問題と関
連が深 く,設備投資が際立って急速であった石油化学産業について,一例を見
てみよう。
合化労連副委員長であった岡本明保氏の 「化学産業の合理化と合化労連」と
いう報告によれば(2),わが国の化学産業の技術革新は化学肥料の熱源転 換 をき
っかけとして始まっている。 す な わ ち硫安製造過程の水素源生産の方法とし
て,水の電解および石炭 ・コークスの不完全燃焼を利用する従来の方式が,過
剰生産状態にあった国際石油資本の原油の日本市場への流入を待って発展した
石油化学産業の廃ガスを利用する方式に転換され,第6表 のような急激な変化
が見られた。この変化は,それが他工程からの廃ガスを利用することによるコ
ス ト低下を要因とするものであったことから,コソピナートという形態での他
資本との結合をともなっていた。石炭基地を立地条件とした大牟田 ・宇部など
の工業地帯が,石炭を放棄して石油化学コソビナート化したのを は じめ とし
で,新工業地帯は数多くがこの形態での石油化学を包含していることは改めて
言 うまでもない。
化学産業のこのような新しい編成が実現する過程で,労使関係もまた強く影
響を受けたが,岡本氏が紹介している東海硫安における事例はそれを代表する
ものである。すなわち,・硫安単業メーカーとして戦後発足し,電解法の高いコ
・メ トのため生産性が停滞していたこの企業は,四 日市コソピナー ト建設によつ
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第6表 硫安製造ガス源の変化
製 造 方 式 33年 38年
電 ・ 解'
石 炭 ・コー クス
石 油 ・廃 ガス ・原 油
15.8%
57.5
26.7
2,9%
3.9
93.2
目本労 働協 会編 「合 理 化 と労 働 組合 」・1965年 く第2刷)P・37よ りf械 .
て廃ガス利用が可能になり〉高い生産性を実現するとともに企業業績も向上し
た。これまで低迷を余儀なくされていた労働組合はこの機会を把えて労働条件
の向上をはかったが,1961年の企業の対応が,その後合化労連傘下の諸組合を
襲った 「安定賃金」方式であった。これは3年間の平和義務と引き換えに硫安
メーカー15社平均にプラス ・アルファの賃金引き上げを保障するというもので
あり,労働組合の団体交渉機能を封じ込めるごとを直接に意図したものであっ
た。コソビナートに編成されるためには,企業は経済的譲歩を犠牲にしても産
業平和を達成する必要があったあである。結果として企業のその意図は達成さ
れた。東海瓦斯化成と名称変更したこの企業では,こ の協定の期限終了と同時
に再び3年間の安定賃金協定を締結し,それと同時に組合内部の勢力も大きく
企業寄りに変更され,合化労連脱退が決定されたのであった。㈲
東海硫安のケースが重要なのは,コ ソビナー トからの労働組合機能の遮断と
いう,この時期以降の労使関係のパターソの幅矢だったからである。合化労連
の最大の闘争にまで展開した1962年の新日本窒素小俣労働組合の安定賃金をめ
ぐる闘争も,企業側の意図は全 く共通であり,組合の激しい抵抗によって東海
瓦斯化学のような全面的な企業側の勝利とはならなかったとはいえ,組合の分
裂・争議終結後の第一組合員の全面配転などによって,基幹的生産工程は労働
組合の勢力圏から外されてしまったのである。このような既存企業の労使関係
の改変より明白に労働組合が疎外されたのは,新設コソビナー トで新工場から
の派遣者と現地採用者とによって新工場が設置される場合であって,別会社組
織であることを利用して未組織状態から出発するのが常態となった。そしてそ
オ
の後組織化される場合も,これを穏健な組合とするための周到な手段が講じら
32明 大 商 学 論 叢(122)
れており,今日まで労働組合運動はこのパターソを崩すことには成功していな
い。コソピナートの労使関係は,日本経済の高度成長の主役であった設備投資
が,意識的な労働組合疎外を含みながら進行したことの重要な傍証である。(4}
本稿は公害発生が労働組合の規制力の範囲外で行なわれたことを点検してき
た。これは労働組合を公害問題から免責することには通じない。労働組合にと
って,規制力を持ち得なかったこと自体がそれ自身の欠陥として意識されなけ
ればならないからである。しかし労働組合をその点で批判することは,労働組
合機能の否定的評価に通ずるものではあ り得ないことも同時に認識されなけれ
ロ
ばならないg労働組合機能の回復だけがその解決策であり,その視点を外した
労働組合批判は,「労働組合という組織の基本性格を重視した,気楽な批判者
の説教」㈲であるという批判に耐えられないであろう。 労使関係という視点か
らの公害問題へのアプローチは,労働組合機能の封じ込めとしての春闘体制に
,お ける労働組合機能の可能性の追求以外にはあり得ない,ということが,本稿
のさしあたっての結論であり,その可能性の具体的検討は,広範な諸条件を含
めた別の構想での作業を必要 とする。16)
(1)「労 働 ・農 民運 動」1970年11月号 の 「農 業t:leける公害 」 特 集 は 多 くの問 題 を指
摘 して 示 唆 的 で あ る。
(2)日本 労働 協 会編 「合理 化 と労 働組 合」1965年所収。
(3)「 合化 労 連20年史 」,1971年,333頁参 照。
(4)た とえ ば四 日市 コ ンビ ナー トの各 企業 の 労働 組 合 は,「 公 害 訴 訟 の被 告企 業 の う
ち中 部電 力 は 同盟,昭 石 四 日市は 全 石油 〔中立 労 連〕,三 菱 油 化,三 菱 モ ンサ ン ト,
三菱化 成 は無所 属,わ ず か に石 原 産 業が 合 化 で あ るが 全民 懇 に参 加 して い る」(本
多淳 亮 他 編 「公害 と労 働者」 法 律文 化 社,1971年,145頁)の よ うな分 布 を 示 して
い る。
(5)白 井泰 四 郎 「労 働 組 合 と公 害 問題 」(「口本労 働 協 会雑 誌」1971年1月 号)10頁(注
1)。
.(6)この課 題 に つい て の 筆者 の 一 応 の見 解 は拙 稿「現代 社会 に おけ る労 働 組 合 の役割」
(「季 刊 労 働 法」92号,1974年6月)に 述 べ て あ るの で,参 照 され た い。
